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公益財団法人地方経済総合研究所について 

１．組織概要 

 名 称： 公益財団法人 地方経済総合研究所 （理事長 笠原慶久） 

 所在地： 熊本市中央区紺屋今町1番23号 肥後商事ビル4階 

 設 立： 平成元年4月3日  

 所 管： 熊本県知事 

２．主な事業内容 

（１）調査・研究・分析 

  ①経済動向・構造調査 

  ②産業・生活者調査 

  ③受託調査（国・県・市町村等） 

（２）人材育成支援 

  ①公開セミナー 

  ②オリジナルセミナー 

（３）出版・情報発信 

  ①各種講演会の開催 

  ②情報誌の発刊（毎月） 

  ③ホームページ    http://www.dik.or.jp/ 

情報誌 ホームページ 
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Ⅰ．農業支援サービスについて 

1 

2 

農業における課題 

スマート農業普及に向けて 



１．農業における課題 １/３  

農業就業者は、2010年から2015年の5年間で24万人（11％）減少。2015年に公表された「農業
構造の展望」においては、さらに減少が進展すると試算されている。 

5 

農業就業者数の推移と見通し 

出展：2019年11月 未来投資会議構造改革徹底推進会合「地域経済・インフラ」会合(農林水産業)(第14回)配布資料 農林水産省提出資料より 



１．農業における課題 ２/３  

農業の現場では、依然として人手に頼る作業や熟練者でなければできない作業が多く、省力化、人手の
確保、負担の軽減が重要な課題となっている。 
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農業現場の課題 

出展：2022年2月 農林水産省「スマート農業の展開について」より 



１．農業における課題 ３/３  

農業就業者の減少に対し、農業の成長産業化の実現、十分かつ安定した生産を維持していくため、こ
れまでも農林水産省では生産性向上、労働力確保に向けた施策を実施。 

 スマート農業の現場実装の推進において、「スマート農業実証プロジェクト」を実施。 
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出展：2019年11月 未来投資会議構造改革徹底推進会合「地域経済・インフラ」会合(農林水産業)(第14回)配布資料 農林水産省提出資料より 



２．スマート農業普及に向けて １/３ 

 スマート農業普及に向けたメリットとして、「農作業の省力化」や「労働の負担軽減」、「農業のデータ化・
活用」、「環境に優しい農業の実現」などがある。 
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出展：NTT東日本 「スマート農業でアグリビジネスはどう変わる？（第2回）スマート農業が抱える課題とは？ 導入費用を抑える方法も紹介」より 

スマート農業導入のメリット 

・農作業の省力化 

 ロボットの利用やセンサー・カメラによる作物監視により農作業の大幅な省力化 

 

・労働負担の軽減 

 省力化による労働負担の軽減 

 

・農業のデータ化・活用 
 生産者の暗黙知をデータ化することにより品質の高い作物の栽培が可能 

 

・環境に優しい農業の実現 
 農薬や肥料を最低限に留めることで地球環境の汚染を軽減する農業の実現 

ドローン  ｽﾏｰﾄﾄﾗｯﾌﾟ ラジコン草刈機 水位センサー 直進ｱｼｽﾄﾄﾗｸﾀ 



２．スマート農業普及に向けて ２/３ 

一方で、スマート農機導入コストや、操作にあたり一定のITリテラシーを必要とするなど、スマート農業普
及に向けた課題は多い。 

 「農業支援サービス」による課題解決が必要。 
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出展：NTT東日本 「スマート農業でアグリビジネスはどう変わる？（第2回）スマート農業が抱える課題とは？ 導入費用を抑える方法も紹介」より 

スマート農業に向けた課題 

・機械やサービスの導入コスト 

 活用される機械やサービスが一般的に高価格のため、小規模な生産者では費用対効果が合わない 

 

・就業者のITリテラシー 

 農業分野において、スマート農業を普及させるには生産者のITリテラシー向上が必要 

 

・機械のメーカーなどによる規格の違い 

 違うメーカーの機械同士では互換性が低いケースが少なくない 

 

・一律展開が難しい 
 生産者によって耕作面積が小さいケースも多く小規模な農作業にマッチしないという声あり 

 

・農業の市場縮小 

 農業市場が拡大しないとスマート農業の普及は活発化していかないという見解もあり  

農業支援サービスによる解決 



２．スマート農業普及に向けて ３/３ 

農業支援サービスとは、農業現場における作業代行やスマート農業技術の有効活用による生産性向上
支援等、生産者に各種サービスを提供するもの。 

 データ分析やドローン散布の作業受託、農業機械のシェアリング、人材提供などのサービスを実施。 
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農業支援サービスの3類型 

出展：農林水産省 「農業支援サービスとは」より 



Ⅱ．熊本県山都町でのスマート農業実証事業 

1 

2 

山都町の概要 

山都町の課題 

3 課題解決に向けた実証事業 



１．山都町の概要 １/２  

九州のど真ん中、阿蘇南外輪山から九州山地の脊梁までを圏域とし、標高300ｍから900mの中山
間準高冷地。県下一の広さで、総面積の7割が山林・原野、田・畑2割。 

農業においては条件不利地域、米、お茶、高冷地野菜、肥後の赤牛等が有名。 
人口1万4千人、過疎化が進む農業と林業が基幹産業の典型的な中山間地域。 
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農業従事者が 
約４割 

基幹産業は農業 

今後、地域を維持するため
には基幹産業である第一次
産業の維持、発展が必須 

出展：山都町 

産業別就業者数の産業別割合 

出展：https://furusato.pref.kumamoto.jp/ 出展：https://www.facebook.com/yamato.kumamoto/ 

通潤橋  棚田 



１．山都町の概要 ２/２  

 1970年代「全国有機農業大会」が山都町で開催されたことを機に、以後40年以上にわたり有機農業
に取り組む地域として知られ、九州で有機農業者数が最も多い地域。 
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 蒲島県知事へ農林水産大臣賞の報告  2014年4月12日 
 

 山都町有機農業協議会が第15回環境保全型農業推進コンクール農林水産大臣賞受賞 

 山都町有機農業協議会のここがすごい！ （出典 NPO法人 熊本県有機農業研究会） 
 

 熊本県内の有機農業者の中で1位（2014年調査）。九州でもNo.1  

全国の山間・中山間地域×集落営農×棚田のお手本 

• 平成30年度中山間地域等直接支払制度
の実施状況において、山都町は水田の協定
面積、交付金額においては県内1位。 

 （条件不利地が多い） 
• 急傾斜地が多いという条件不利にも関わら
ず、管理が行き届き農村の空間が維持され、
棚田百選に2ヶ所選定。 

出展：熊本県農林水産部 「平成30年度中山間地域等直接支払制度の実施状況」より 

項目 熊本県 山都町

協定面積 32,311ha（全国2位） 23,889ha（県内2位）

協定面積：田 14,669ha（全国5位） 21,469ha（県内1位）

協定数 1,385件（全国2位） 164件（県内2位）

参加農家数 30,550戸 2,519戸（県内2位）

交付金額 2,473百万円（全国5位） 334百万円（県内1位）

平成30年度中山間地域等直接支払制度の実施状況＿熊本県 



２．山都町の課題 １/３ 

平成17年、矢部町、清和村、蘇陽町の3町村が合併し、山都町が誕生。 
合併時（2005年）の人口は18,761名だったが2015年には15,149名に減少。 
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山都町の年齢3区分別人口推移 

出展：山都町 



２．山都町の課題 ２/３ 

人口が減少すると地域社会を支える各種サービスを維持できなくなるため、加速度的に過疎が進行。 
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山都町の年齢3区分別人口推移 

【残存率50%を切る人口水準】 

ハンバーガーショップ 32,500人 
外国語教室  27,500人 
自動車賃貸業 22,500人 
カラオケボックス 17,500人 

（2020年人山都町人口   13,880人） 
男子服小売り店   9,500人 

      ・                  ・ 
      ・                  ・ 
      ・                  ・ 

出展：国土交通省「国土交通白書（2015年）」 

外国語教室 

男子服小売り 

カラオケ 
ボックス 

自動車賃貸業 

ハンバーガー 
ショップ 

左端：残存率50% 
右端：残存率80% 



２．山都町の課題 ３/３ 

山都町では、人口減少、地域の経済縮小だけでなく、地域特有の農業課題を抱えている。 
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１．労働力の不足 
 

２．若手農家の栽培技術不足 
 

３．畦畔の除草作業（中山間地特有） 
 

４．水管理 
 

５．鳥獣害対策（中山間地特有） 
 

６．圃場が未整備 
 

７．上記を地域で支える仕組みが不十分 

中山間・棚田特有の問題が山積 



３．課題解決に向けた実証事業 １/３ 

農業者が個人で実践するスマート農業ではなく、農業経営の一部を地域コーディネータ―（農業支援
サービス提供事業者）に委託するモデルを構築し、中山間地域の持続可能性を高める、山都町ならで
はのモデルを検討。 
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地域コーディネーターが地域で農業をサポートする仕組 

１．有利販売に向けた取組（有機農産物） 
２．農業機械のシェアリング 
３．作業の外部委託 
４．作業軽労化の仕組み 
５．営農技術の高位平準化（有機野菜） 
６．鳥獣害対策 
７．集落営農法人のマネージメント 

地域維持・発展には 
新たな農業モデルが必要 



３．課題解決に向けた実証事業 ２/３ 
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熊本県立大学を幹事機関として、熊本県、山都町役場、エネルギープロダクトをはじめとした協力企業と
の連携により実証事業を実施。 

スマート農業実証事業実施体制 



３．課題解決に向けた実証事業 ３/３ 
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農業支援サービスの提供にあたり、「サービスの費用対効果の見える化」や「農業支援サービスのニーズ発
掘」が課題。 

本実証では、畦畔除草やドローンによる施肥等の作業ごとに価格を設定。年間通して事業経営が成り
立つかを検証。 

農
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
提
供
者 

生 

産 

者 

 営農・経営の改善目標の設定（規模拡大
、生産量増、販売強化、効率化 等） 

 目標達成上の課題の把握・分析（作業 
工程の見える化、改善点の洗い出し） 

 課題解決方策の決定 

 事業体制の構築（事業体立ち上げ） 

 受託サービス内容の設定（実施内容、
価 格、対象範囲 等） 

 外部化する作業内容の設定 

 受託サービス内容の発信（営業） 

 作業の受注・実施 

＜ 作業受委託までの流れ ＞ 

受委託契約 

＜ サービス提供にあたっての課題＞ 

•サービスの提供が可能となる条件を明らか
にする。 

–経営を黒字にするための受注規模 
–作業チームの限界作業量 
–生産者に利用してもらえる価格設定 
–露地野菜での活用可能性の検討 等 

 

外部化が可能
な 作業がある
のか不明 

外部化する場合 

【サービスの費用対効果の見える化】 

事業経営が成
り立つ条件が
不明 

【農業支援サービスのニーズ発掘】 

•生産者が農作業を行う上で、いつ、どこで、
どんなニーズがあるかを明らかにすることが
必要。 

- 時期ごとの作業量・コスト 
- 費用対効果を踏まえた利用意向 等 



Ⅲ．持続可能な地域づくりのために 

1 

2 

山都町のレガシーとビジョン 

地域経済循環モデルの構築 



１．山都町のレガシーとビジョン １/３ 
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肥後細川藩（以下、熊本藩）で日本で最も多くの石橋が架けられ、今も地域の田畑を潤す。 
地域の暮らしやすさを向上させるために通潤橋（山都町）を架けた惣庄屋「布田保之助」
の活動は、現在の社会ニーズを起点にして新しい事業領域を見出すビジネスモデルと相通
じるところがある。 

石橋造りに携わった人々 通潤橋（山都町） 

通潤橋（山都町） 
惣庄屋「布田保之助」が水不足に悩ん 
でいた住民を救う思いが込められた石橋 
（架設年１８５４年） 
         ⇒ 約１７０年 

手永制度 
～熊本藩独自の行政機構～ 

郡代（熊本藩） 

職人 
集団 

惣庄屋 

地域 
住民 

商人 

・架橋の工事責任者 
・手永に置かれた行政責任者 

・山師（木材を山から切り出し） 
・大工（橋の土台となる支工を 
    組み立て） 
・石工（石橋を組み立て） 

・資金の出し手となる 
・寄付集め ・工事に協力 

・食事の炊き出しなどの協力 

石 
工 

大 
工 

山 
師 

石 
工 

庄 
屋 

山 
師 

人 
夫 

住 
民 

在庫 
家人 

住 
民 

そうじょうや 



１．山都町のレガシーとビジョン ２/３ 
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熊本藩で数多くの石橋が架けられた背景には、6代藩主重賢公による宝暦の改革（1752
年）以降の4つの条件（「政治」、「経済」、「技術」、「資材」）が揃ったため。 

現在の地方創生と通じるものがあり、石橋造りの原点に倣い、地域社会の一員として地域
の持続可能性を意識した「永代不朽のビジョン」を掲げ、将来の橋渡し役を担うことが求
められる。  

架橋ブームの4つの条件 地域の持続可能性を高めるために 

「政治」 

「経済」 

「技術」 

「資材」 

地域のことは地域に任せる 

社会貢献の先駆け“寸志” 

肥後の石工集団 

阿蘇の溶結凝灰岩 

地方創生 

ふるさと納税、 

クラウドファンディング 

Society5.0（for SDGs)  

豊富な地域資源 

   （有機栽培米、日本酒） 

⇒ 寄付 

⇒ 八代地域 

⇒ 加工に適す 

⇒ スマート農業 等 

水不足（社会課題）→ 石橋架橋 → 地域を豊かに、持続可能に＝ＳＤＧｓ 
“山都町のレガシー” 



１．山都町のレガシーとビジョン ３/３ 
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同町で従来から取り組まれている有機栽培「合鴨農法」の鴨の捜索にドローンを活用。 
慣行の除草作業とスマート除草機を併用して、夏場の除草作業の身体的負担軽減や作業時
間短縮につなげ、持続的な農業を実践。 

鴨上げ（合鴨農法）とドローン スマート農機を使った除草 

合鴨農法 
ヒナを水田に放飼することにより、
除草、駆虫、中耕・濁水、稲への
刺激効果が得られる 

ラジコン式草刈り機 



２．地域経済循環モデルの構築 １/３ 
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山都町のレガシー（石橋等）を活かし、新しいスマート農業技術を活用して、地域の豊か
な自然（棚田等）と文化資本が育む“有機栽培”を通して経済資本へ転換することが求めら
れる。 

自然資本 文化資本 

経済資本 

おカネ 

山都町 地域外 



２．地域経済循環モデルの構築 ２/３ 
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山都町の関係人口を拡大する。 
住民参画の持続可能な山都町を目指す。 

自律的好循環の具体化に向けた事業 

出展：山都町 



２．地域経済循環モデルの構築 ３/３ 
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 “お米”をキーワードに中山間地域における所得と雇用の確保に向けた多様な農地利用を検討。 
農山村に適した地産地消型エネルギーシステムの県内での横展開。 

研究所が考える地域経済循環モデル 

再エネ活用

e-バイクを活用した農泊

スマート農機の電化

【小型除草ロボット】

県産酒（球磨焼酎等）の原料米



以上  

ご清聴ありがとうございました 


